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 ドイツ法を扱う第１章では、第 1 節で面会交流に関する条文、判例及びそれらを支える解
釈論が提示され、第２節で再構成家族における子の面会交流が取り上げられる。ドイツでは、
親子をめぐる権利義務関係を規律する一般法たる民法典中に、面会交流の法的性質及びその
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制限の基準が明確に定められている。すなわち、面会交流は、子の権利であると共に、親の
義務かつ権利であるとされ（ドイツ民法 1684 条 1 項）、父母は相互に面会交流を妨げないこ




の最善の利益に適う旨が定められている（同法 1626 条 3 項）ことに端的に表わされている。
ドイツでは、親が子を養育する権利ないし責任及び子がその親によって養育される権利は、





















 第 2 節では、第 1節で紹介された面会交流に関する規律の具体的な適用、そして、そこで
問題となっている利益が何であり、どのような理念に基づきどのような考量枠組みがとられ
ているかを検討するために好適な場面として、再構成家族の場合の子と別居親との面会交流







































 第２章は、日本法を扱う。日本民法上は 2011 年まで面会交流への言及がなく、2011 年改
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面、両立が困難な法構造を有するドイツでは、子の利益のために、新たな家庭の「親」の地
位と別居親とのつながりとを両立させるために、解釈、立法上の努力が続けられているとい
うねじれがあることを確認することを通じて、子とその二人の親から成る核家族観について、
それを相対化し多元化しようとするドイツ法に対して、日本法では、典型的なものとして保
護しようとする傾向が強いことを指摘するものであり、最近の日本の判例及び立法論議で問
われている家族の多様化に対する法の対応のあり方という課題に対し、貴重な問題提起を行
うものである。 
（２）もっとも、本論文については、少なくとも次のような問題が存する。 
まず、本論文においては、日本法において面会交流について採られるべき解釈、立法論は
必ずしも示されていないことが挙げられる。しかし、この点は、面会交流の問題について子
の最善の利益を具体化するために心理学などの知見や実証研究を活用しつつ議論を重ねる必
要性を示唆する本論文の筆者にとって、それらの知見が必ずしも豊富ではない日本の状況に
おいて、今後取り組もうという課題であり、今後の研究の進展に期待すべきものと考えられ
る。 
また、本論文における日本法とドイツ法の比較には、必ずしも対応していない部分が見ら
れる。例えば、日本法の状況からは、ドイツにおいて配偶者間暴力の存在が面会交流の判断
にいかなる影響を与えるかということは興味深い問題であるが、本論文ではあまり詳細に扱
われていない。日本の解釈論の進展への貢献という観点からは、より詳細な分析、検討が期
待されるところであるが、このような焦点のずれは、それ自体がドイツと日本の構造的な法
状況の違いを反映しているとも思われ、両国の法状況の違いの分析を通じて問題の所在を明
らかにしようとする本論文の基本的な価値を損なうものではないというべきである。 
（３）上記（２）で挙げた問題及び課題があることを考慮しても、上記（１）で述べた意
義に照らせば、本論文は、民事法学に寄与し、その学際的な発展に貢献する研究論文である
ことは疑いがない。 
 以上により、本論文を博士（法学）の学位を授与するに値するものと認める。 
 
